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富士通（株）（6702）平成 27 年 3 月期 第３四半期決算短信 
 

１． 当四半期決算に関する定性的情報 
 

以下の文中において、当第３四半期連結会計期間を当第３四半期、当第３四半期連結累計期間を当第３四半

期（累計）、前年同四半期連結会計期間及び前年同四半期連結累計期間を前年同期と記載しております。また、

文中に記載しております為替影響は、米ドル、ユーロ、英ポンドを対象に前年同期の対円平均レートを当第３

四半期及び当第３四半期（累計）の外貨建取引高に適用して試算しております。 

 
（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 
Ⅰ．概況 

 

【第３四半期（直近３ヶ月）の概況】                           （単位：億円） 

 2013年度 

第３四半期 
2013年10月1日～ 

 2013年12月31日 

2014年度 

第３四半期 
2014年10月1日～ 

 2014年12月31日 

前年同期比 

 増減率(%) 

売 上 収 益 12,007 11,715 △291  
〔△6〕 

△2.4 

売 上 総 利 益 3,056  3,019  △37  △1.2 

（ 売 上 総 利 益 率 ） （         25.5%） （         25.8%）（    0.3%）

販売費及び一般管理費 △2,725  △2,702  22  △0.8 

そ の 他 の 損 益 30  14  △15  △52.0 

営 業 利 益 362  331 △30  △8.5 

（ 営 業 利 益 率 ） （          3.0%） （          2.8%）（   △0.2%）

金 融 損 益 等 75  76 1  1.5 

税 引 前 四 半 期 利 益 437  407  △29  △6.8 
 

 

親 会 社 所 有 者 帰 属 
438  276  △162  △37.0 

四 半 期 利 益 

〔 〕内は、為替影響を除く前年同期比増減率(%) 

 

 

【第３四半期（累計）の概況】                                            （単位：億円） 

 2013年度 

第３四半期累計 
2013年 4月1日～ 

 2013年12月31日 

2014年度 

第３四半期累計 
2014年 4月1日～ 

 2014年12月31日 

前年同期比 

 増減率(%) 

売 上 収 益 33,523 33,644 120 
〔△2〕 

0.4 

営 業 利 益 666 654 △11  △1.8

（ 営 業 利 益 率 ） （          2.0%） （          1.9%） （  △0.1%） 

税 引 前 四 半 期 利 益 784 834 49  6.3

親 会 社 所 有 者 帰 属 
584 517 △67  △11.6

四 半 期 利 益 

〔 〕内は、為替影響を除く前年同期比増減率(%) 
 

―　2　―



富士通（株）（6702）平成 27 年 3 月期 第３四半期決算短信 

【直近３ヶ月】 

 

＜売上収益及び営業利益の四半期別推移＞                 （単位：億円） 

  2013年度 2014年度 

  第１ 
四半期 

第２ 
四半期 

第３ 
四半期 

第４ 
四半期 

第１ 
四半期 

第２ 
四半期 

第３ 
四半期 

連 結 

売 上 収 益 9,992 11,523 12,007 14,101 10,686 11,241 11,715 

営 業 利 益 △107 411 362 806 72 249 331 

(営業利益率) ( △1.1%)( 3.6%)( 3.0%)( 5.7%) ( 0.7%)( 2.2%) ( 2.8%)
 

[売上収益及び営業利益の主要セグメント別内訳] 
 

テクノロジー 

ソリューション 

売 上 収 益 6,775 7,853 7,863 9,937 7,080 7,841 8,027 
営 業 利 益 143 604 511 1,070 114 393 446 
(営業利益率) ( 2.1%)( 7.7%)( 6.5%)( 10.8%) ( 1.6%)( 5.0%) ( 5.6%)

  売 上 収 益 5,549 6,316 6,498 7,907 5,805 6,485 6,726 
 サービス 営 業 利 益 166 408 431 731 131 352 444 
  (営業利益率) ( 3.0%)( 6.5%)( 6.6%)( 9.3%) ( 2.3%)( 5.4%) ( 6.6%)

 システム 売 上 収 益 1,225 1,537 1,364 2,029 1,275 1,355 1,301 
 プラット 営 業 利 益 △22 196 80 338 △17 40 1 
 フォーム (営業利益率) ( △1.8%)( 12.8%)( 5.9%)( 16.7%) ( △1.3%)( 3.0%) ( 0.1%)

    

ユビキタス 

ソリューション 

売 上 収 益 2,159 2,627 3,212 3,254 2,689 2,450 2,692 
営 業 利 益 △170 △115 △53 71 87 9 △12 
(営業利益率) ( △7.9%)( △4.4%)( △1.7%)( 2.2%) ( 3.2%)( 0.4%) ( △0.4%)

    

デバイス 

ソリューション 

売 上 収 益 1,453 1,590 1,460 1,497 1,352 1,451 1,537 
営 業 利 益 71 128 31 △116 33 66 145 
(営業利益率) ( 4.9%)( 8.1%)( 2.2%)( △7.8%) ( 2.5%)( 4.6%) ( 9.5%)

 

Ⅱ．第３四半期（直近３ヶ月） 
 

【損益の状況】 
 

売上収益は1兆1,715億円と、前年同期比2.4％の減収で、為替影響を除くと6％の減収です。国内は8.6％

の減収です。ＬＳＩやシステムインテグレーション、サーバ関連が増収になりましたが、携帯電話やパソコン、

ネットワークプロダクトが減収になりました。海外は 7.6％の増収になりました。米ドルに対して円安が進行

したことなどにより売上収益は前年同期から約400億円増加しております。為替影響を除くと1％の減収です。

ＬＳＩやパソコンが減収になりました。海外売上比率は42％と、為替影響に加え、国内での携帯電話やパソコ

ンの売上減により前年同期比3.9ポイント上昇しました。 
 

売上総利益は 3,019 億円と、減収影響などにより前年同期比 37 億円の減益になりました。売上総利益率は

25.8％と、米ドルに対してユーロ安が進んだ欧州拠点でコスト上昇の影響がありましたが、携帯電話の採算改

善などにより0.3ポイント上昇しました。 

 

営業利益は331億円と、前年同期比30億円の減益になりました。 
 

金融損益等（金融収益、金融費用及び持分法による投資利益）は76億円と前年同期並みでした。 
 

税引前四半期利益は407億円と、前年同期比29億円の減益となりました。 
 

親会社の所有者に帰属する四半期利益は276億円と、前年同期比162億円の減益となりました。前年同期に

は、米国子会社清算に伴う税金費用の軽減効果があったことによります。 
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富士通（株）（6702）平成27年3月期　第３四半期決算短信 

【直近３ヶ月】 

①主要製品別売上収益 (単位：億円)

2013年度
第３四半期

2014年度
第３四半期

2013年10月1日～
　2013年12月31日

2014年10月1日～
　2014年12月31日

増減率(%)
為替影響を

除く
増減率(%)

テクノロジーソリューション 7,863 8,027 164 2.1 △1 

サービス 6,498 6,726 227 3.5 0 

ソリューション／ＳＩ 2,219 2,247 27 1.2 1 

インフラサービス 4,279 4,479 200 4.7 0 

システムプラットフォーム 1,364 1,301 △63 △4.6 △7 

システムプロダクト 621 672 51 8.2 7 

ネットワークプロダクト 743 628 △114 △15.4 △19 

ユビキタスソリューション 3,212 2,692 △520 △16.2 △18 

パソコン／携帯電話 2,426 1,838 △587 △24.2 △25 

モバイルウェア 786 853 66 8.5 4 

デバイスソリューション 1,460 1,537 76 5.2 △2 

ＬＳＩ 780 813 33 4.3 △2 

電子部品 682 726 44 6.5 0 

(注)1.売上収益にはセグメント間の内部売上収益を含みます。
(注)2.為替影響は、米ドル、ユーロ、英ポンドを対象に前年同期の対円平均レートを当第３四半期の外貨建取引高に適用
(注)2.して試算しております。
(注)3.「ＬＳＩ」の売上収益には、「電子部品」への内部売上収益を含めて表示しております。
(注)4.「その他／消去又は全社」には、次世代スーパーコンピュータ事業、当社グループ会社向け情報システム開発・
(注)4.ファシリティサービス事業及び当社グループ従業員向け福利厚生事業等のほか、基礎的試験研究等の戦略費用及び
(注)4.親会社におけるグループ経営に係る共通費用が含まれております。

連
　
　
　
結

前年同期比

―　4　―



富士通（株）（6702）平成27年3月期　第３四半期決算短信 

【直近３ヶ月】 

②セグメント情報 (単位：億円)

2013年度
第３四半期

2014年度
第３四半期

2013年10月1日～
　2013年12月31日

2014年10月1日～
　2014年12月31日

増減率(%)
為替影響を

除く
増減率(%)

7,863 8,027 164 2.1 △1 

国 内 4,831 4,735 △96 △2.0 △2 

海 外 3,031 3,291 260 8.6 1 

511 446 △65 △12.7 

6.5%)( 5.6%)( △0.9%)( 

6,498 6,726 227 3.5 0 

国 内 3,820 3,821 1 0.0 0 

サービス 海 外 2,678 2,904 226 8.4 1 

431 444 13 3.1 

6.6%)( 6.6%)( (   - %)

1,364 1,301 △63 △4.6 △7 

国 内 1,011 914 △97 △9.6 △10 

海 外 352 386 34 9.8 0 

80 1 △78 △97.8 

5.9%)( 0.1%)( △5.8%)( 

3,212 2,692 △520 △16.2 △18 

国 内 2,342 1,751 △590 △25.2 △25 

海 外 870 940 69 8.0 2 

△53 △12 41 - 

△1.7%)( △0.4%)( 1.3%)( 

1,460 1,537 76 5.2 △2 

国 内 733 795 61 8.4 8 

海 外 727 741 14 2.0 △12 

31 145 113 357.3 

2.2%)( 9.5%)( 7.3%)( 

Ｌ Ｓ Ｉ 31 107 76 243.5 

電子部品 0 38 37 - 

△529 △541 △11 - - 

△127 △248 △121 - 

12,007 11,715 △291 △2.4 △6 

国 内 7,437 6,796 △640 △8.6 △9 

海 外 4,570 4,919 348 7.6 △1 

362 331 △30 △8.5 

3.0%)( 2.8%)( △0.2%)( 

38.1% 42.0% 3.9% 

ユビキタス
ソリューション

デバイス
ソリューション

その他／
消去又は全社

連　結

前年同期比

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

売 上 収 益

テクノロジー
ソリューション

システム
プラット
フォーム

営 業 利 益

（営業利益率）

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

売 上 収 益

営 業 利 益

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

海外売上比率

（営業利益率）

営 業 利 益

営 業 利 益

売 上 収 益

営 業 利 益
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富士通（株）（6702）平成 27 年 3 月期 第３四半期決算短信 

【直近３ヶ月】 

 

【セグメント別の状況】 
 

当第３四半期のセグメント別の売上収益（セグメント間の内部売上収益を含む）及び営業利益は以下のとお

りです。 

 

＜事業別＞ 
 

テクノロジーソリューション 
 

売上収益は 8,027 億円と、前年同期比 2.1％の増収

になりました。国内は 2％の減収です。システムプラ

ットフォームは、サーバ関連が大型システム商談の寄

与で増収となったものの、ネットワークプロダクトが

通信キャリアによる携帯電話基地局の需要の端境期で

大幅な減収になりました。一方、サービスは、システ

ムインテグレーションが金融分野や公共分野で顧客の

投資拡大により増収となったほか、インフラサービス

も堅調に推移しました。海外は 8.6％の増収になり、

為替影響を除くと 1％の増収です。サービスは、やや

前年同期を上回りました。北欧地域で採算性を重視し

た販売戦略へ転換した影響などにより減収となったも

のの、英国で緩やかな景気回復を背景とした企業の投

資回復により増収になったほか、アジアでは中国を中

心に増収となりました。システムプラットフォームは、

北米向け光伝送システムが通信キャリアの当社関連セグメントに関する投資抑制が続き減収になりましたが、

欧州向けのＰＣサーバが伸長しました。 

 

営業利益は 446 億円と、前年同期比 65 億円の減益になりました。システムプラットフォームがネットワー

クプロダクトの減収影響に加え、米ドルに対して円安、ユーロ安が進行し、国内及び欧州拠点で部材コスト上

昇の影響を受け減益となりました。一方、サービスは、国内や英国での増収影響などにより増益となりました。 

 

 

ユビキタスソリューション 
 

売上収益は2,692億円と、前年同期比16.2％の減収

になりました。国内は25.2％の減収です。携帯電話が

前年同期に通信キャリアの推奨機種に選定されるなど

販売台数の水準が高かった反動もあり減収になりまし

た。パソコンもＯＳの製品サポート終了に伴う買い替

え需要がピークを過ぎ、法人向け、個人向け共に減収

になりました。海外は 8％の増収になり、為替影響を

除くと 2％の増収です。パソコンは欧州拠点の販売台

数が減少しましたが、モバイルウェアが北米向けを中

心に増収となりました。 

 

営業利益は12億円の損失と、前年同期比41億円の

改善になりました。パソコンは国内外での減収影響に加え、米ドルに対して円安、ユーロ安が進行し、国内及

び欧州拠点で部材コスト上昇の影響を受け悪化しましたが、携帯電話が構造改革効果や品質の安定化に伴う対

策費用の減少、コストダウンなどにより前年同期の赤字から大幅に改善し益転しました。また、モバイルウェ

アも増収効果がありました。 

 （単位：億円）

 
2014年度 

第３四半期 
前年同期比 

売 上 収 益 8,027 2.1 %

国     内 

海     外 

4,735 

3,291 

△2.0 %

8.6 %

営 業 利 益 446 △65

（営業利益率） (     5.6 %) (   △0.9 %)
 

＜売上収益内訳＞   

サービス 6,726 3.5 %

システムプラットフォーム 1,301 △4.6 %
 

＜営業利益内訳＞   

サービス 444 13

システムプラットフォーム 1 △78

  

 （単位：億円）

 
2014年度 

第３四半期 
前年同期比 

売 上 収 益 2,692  △16.2 %

国     内 

海     外 

1,751 

940 

△25.2 %

8.0 %

営 業 利 益 △12 41

（営業利益率） (   △0.4 %) (     1.3 %)
 

＜売上収益内訳＞   

ﾊﾟｿｺﾝ/携帯電話 1,838 △24.2 %

モバイルウェア 853  8.5 %
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富士通（株）（6702）平成 27 年 3 月期 第３四半期決算短信 

【直近３ヶ月／第３四半期累計】 

 

 

 

デバイスソリューション  
 

売上収益は 1,537 億円と、前年同期比 5.2％の増収

になり、為替影響を除くと 2％の減収です。国内は

8.4％の増収です。ＬＳＩがスマートフォン向けやサー

バ向けなどを中心に増収になりました。海外は 2％の

増収ですが、為替影響を除くと12％の減収です。 

ＬＳＩが、アナログ・マイコン事業譲渡による影響を

受けたほか、スマートフォン関連で減収になりました。 

 

営業利益は145億円と、前年同期比113億円の増益

になりました。ＬＳＩの営業利益は107億円となりま

した。構造改革効果に加え、円安効果や300mmライン

の操業改善などにより76億円の増益となりました。電

子部品の営業利益は38億円となりました。円安効果や

通信半導体会社清算に伴う開発費負担の軽減効果によ

り37億円の増益となりました。 

 

 

 

その他／消去又は全社 
 

営業利益は 248 億円の損失と、前年同期比 121 億円の悪化となりました。前年同期に遊休不動産の売却益や

米国子会社の清算に係る一時的な利益の計上があったほか、中長期の成長に向けた戦略投資を拡充しているこ

とによります。 

 

 

 

 

Ⅲ．第３四半期（累計） 
 

【損益の状況】 
 

売上収益は3兆3,644億円と、前年同期並みですが、為替影響を除くと2％の減収です。国内は2.5％の減

収です。システムインテグレーションを中心にサービスは増収となりましたが、携帯電話やネットワークプ

ロダクトが減収になりました。海外は4.8％の増収になり、為替影響を除くと2％の減収です。ＬＳＩやネッ

トワークプロダクトが減収になりました。 

 

売上総利益は8,826億円と、前年同期比61億円の増益になりました。売上総利益率は26.2％と、前年同期

並みでした。 

販売費及び一般管理費は8,187億円と、為替変動影響などにより、前年同期比13億円増加しました。 

その他の損益は 14 億円と、前年同期比 60 億円の減益となりました。前年同期において、欧州子会社の退

職給付制度の一部バイアウトによる一時的な利益計上があったことなどによります。 

営業利益は654億円と、前年同期比11億円の減益になりました。 
 

金融損益等（金融収益、金融費用及び持分法による投資利益）は 179 億円と、円安に伴い為替差益を 128

億円計上したことなどにより前年同期比61億円の増益となりました。 
 

税引前四半期利益は、834億円と、前年同期比49億円の増益となりました。 
 

 親会社の所有者に帰属する四半期利益は517億円と、前年同期比67億円の減益となりました。前年同期に

は、米国子会社清算に伴う税金費用の軽減効果があったことによります。 

 （単位：億円）

 
2014年度 

第３四半期 
前年同期比 

売 上 収 益 1,537 5.2 %

国     内 

海     外 

795 

741 

8.4 %

2.0 %

営 業 利 益 145 113

（営業利益率） (      9.5 %) (     7.3 %)
 

＜売上収益内訳＞   

ＬＳＩ 813 4.3 %

電子部品 726  6.5 %
     

＜営業利益内訳＞  

ＬＳＩ 107 76

電子部品 38 37
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【第３四半期累計】 

①主要製品別売上収益 (単位：億円)

2013年度
第３四半期累計

2014年度
第３四半期累計

2013年4月1日～
　2013年12月31日

2014年4月1日～
　2014年12月31日

増減率(%)
為替影響を

除く
増減率(%)

テクノロジーソリューション 22,493 22,949 456 2.0 △1 

サービス 18,365 19,016 651 3.5 1 

ソリューション／ＳＩ 6,363 6,487 124 2.0 2 

インフラサービス 12,002 12,529 527 4.4 △0 

システムプラットフォーム 4,127 3,932 △195 △4.7 △6 

システムプロダクト 1,778 1,771 △7 △0.4 △2 

ネットワークプロダクト 2,348 2,160 △188 △8.0 △10 

ユビキタスソリューション 7,999 7,831 △168 △2.1 △4 

パソコン／携帯電話 5,689 5,296 △392 △6.9 △8 

モバイルウェア 2,310 2,535 224 9.7 7 

デバイスソリューション 4,505 4,341 △164 △3.6 △7 

ＬＳＩ 2,390 2,261 △128 △5.4 △9 

電子部品 2,126 2,090 △36 △1.7 △6 

(注)1.売上収益にはセグメント間の内部売上収益を含みます。
(注)2.為替影響は、米ドル、ユーロ、英ポンドを対象に前年同期の対円平均レートを当第３四半期（累計）の外貨建取引高
(注)2.に適用して試算しております。
(注)3.「ＬＳＩ」の売上収益には、「電子部品」への内部売上収益を含めて表示しております。
(注)4.「その他／消去又は全社」には、次世代スーパーコンピュータ事業、当社グループ会社向け情報システム開発・
(注)4.ファシリティサービス事業及び当社グループ従業員向け福利厚生事業等のほか、基礎的試験研究等の戦略費用及び
(注)4.親会社におけるグループ経営に係る共通費用が含まれております。

連
　
　
　
結

前年同期比
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【第３四半期累計】 

②セグメント情報 (単位：億円)

2013年度
第３四半期累計

2014年度
第３四半期累計

2013年4月1日～
　2013年12月31日

2014年4月1日～
　2014年12月31日

増減率(%)
為替影響を

除く
増減率(%)

22,493 22,949 456 2.0 △1 

国 内 13,875 13,769 △106 △0.8 △1 

海 外 8,617 9,180 562 6.5 △1 

1,260 953 △306 △24.3 

5.6%)( 4.2%)( △1.4%)( 

18,365 19,016 651 3.5 1 

国 内 10,931 11,033 102 0.9 1 

サービス 海 外 7,433 7,983 549 7.4 △0 

1,006 928 △77 △7.7 

5.5%)( 4.9%)( △0.6%)( 

4,127 3,932 △195 △4.7 △6 

国 内 2,943 2,735 △208 △7.1 △7 

海 外 1,183 1,196 12 1.1 △5 

254 24 △229 △90.2 

6.2%)( 0.6%)( △5.6%)( 

7,999 7,831 △168 △2.1 △4 

国 内 5,628 5,177 △451 △8.0 △8 

海 外 2,371 2,654 282 11.9 7 

△339 84 424 - 

△4.2%)( 1.1%)( 5.3%)( 

4,505 4,341 △164 △3.6 △7 

国 内 2,149 2,213 64 3.0 3 

海 外 2,355 2,127 △228 △9.7 △17 

232 245 13 5.6 

5.2%)( 5.7%)( 0.5%)( 

Ｌ Ｓ Ｉ 102 181 79 77.7 

電子部品 130 63 △66 △51.0 

△1,475 △1,477 △2 - - 

△486 △629 △142 - 

33,523 33,644 120 0.4 △2 

国 内 20,358 19,853 △505 △2.5 △2 

海 外 13,164 13,790 626 4.8 △2 

666 654 △11 △1.8 

2.0%)( 1.9%)( △0.1%)( 

39.3% 41.0% 1.7% 

ユビキタス
ソリューション

デバイス
ソリューション

その他／
消去又は全社

連　結

売 上 収 益

営 業 利 益

前年同期比

テクノロジー
ソリューション

システム
プラット
フォーム

（営業利益率）

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

営 業 利 益

営 業 利 益

海外売上比率

売 上 収 益

営 業 利 益

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）
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【第３四半期累計】 

 

【セグメント別の状況】 
 

当第３四半期（累計）のセグメント別の売上収益（セグメント間の内部売上収益を含む）及び営業利益は以

下のとおりです。 
 

＜事業別＞ 
 

テクノロジーソリューション 
 

売上収益は2兆 2,949 億円と、前年同期比2％の増

収になりました。国内はほぼ前年同期並みです。サー

ビスは、システムインテグレーションが金融分野で顧

客の投資拡大により増収となったほか、インフラサー

ビスも堅調に推移しました。一方、システムプラット

フォームは、ネットワークプロダクトが通信キャリア

のＬＴＥ収容光伝送装置の導入が一巡し減収となった

ほか、サーバ関連が前年同期にあった大型システム商

談の反動により減収になりました。海外は 6.5％の増

収となりましたが、為替影響を除くと1％の減収です。

サービスは、英国やアジアでは増収になりましたが、

欧州大陸では低調でした。システムプラットフォーム

は、欧州向けのＰＣサーバが伸長したものの、北米向

け光伝送システムが通信キャリアの当社関連セグメン

トに関する投資抑制が続き減収になりました。 
 

営業利益は953億円と、前年同期比306億円の大幅な減益になりました。サービスは、増収影響があったも

のの、新規ビジネス対応などの先行投資を進めたほか、前年同期に欧州子会社の退職給付制度の一部バイアウ

トに伴う一時的な利益計上があったことにより減益となりました。システムプラットフォームは、ネットワー

クプロダクトの減収影響に加え、サーバ関連の減収影響や先行開発投資の負担により減益となりました。 

 
 

 

ユビキタスソリューション 
 

売上収益は 7,831 億円と、前年同期比 2.1％の減収

になりました。国内は 8％の減収です。携帯電話はら

くらくシリーズなどフィーチャーフォンが伸長したも

のの、スマートフォンが競争激化に対応して新機種リ

リース数を絞り込んだことにより減収となりました。

パソコンはＯＳの製品サポート終了に伴う買い替え需

要が第１四半期で一巡した影響により減収になりまし

た。海外は11.9％の増収になり、為替影響を除くと7％

の増収です。パソコンは欧州拠点の販売台数が減少し

ましたが、モバイルウェアが北米向けを中心に増収と

なりました。 
 

営業利益は84億円と、前年同期比424億円の改善になりました。携帯電話が構造改革効果や品質の安定化に

伴う対策費用の減少、コストダウンなどにより前年同期の赤字から大幅に改善し益転しました。パソコンも国

内外での減収影響はあるものの、価格の安定化やコストダウンにより採算性が改善しました。また、モバイル

ウェアは増収効果がありました。 

 （単位：億円）

 
2014年度 

第３四半期累計 
前年同期比 

売 上 収 益 22,949 2.0 %

国     内 

海     外 

13,769 

9,180 

△0.8 %

6.5 %

営 業 利 益 953 △306

（営業利益率） (     4.2 %) (   △1.4 %)
 

＜売上収益内訳＞   

サービス 19,016 3.5 %  

システムプラットフォーム 3,932 △4.7 %  

 

＜営業利益内訳＞   

サービス 928 △77  

システムプラットフォーム 24 △229  

 （単位：億円）

 
2014年度 

第３四半期累計 
前年同期比 

売 上 収 益 7,831  △2.1 %

国     内 

海     外 

5,177 

2,654 

△8.0 %

11.9 %

営 業 利 益 84 424

（営業利益率） (     1.1 %) (     5.3 %)
 

＜売上収益内訳＞   

ﾊﾟｿｺﾝ/携帯電話 5,296 △6.9 %  

モバイルウェア 2,535 9.7 %  
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【第３四半期累計】 

 

 

 

デバイスソリューション 
 

売上収益は 4,341 億円と、前年同期比 3.6％の減収

になりました。国内は 3％の増収です。ＬＳＩがスマ

ートフォン向け、サーバ向けなどを中心に増収になり

ました。海外は9.7％の減収で、為替影響を除くと17％

の減収です。ＬＳＩがアナログ・マイコン事業譲渡に

よる影響を受けたほか、アジア向けを中心にスマート

フォン関連が減収になりました。電子部品も米州向け

半導体パッケージが減収になりました。 
 

営業利益は245億円と、前年同期比13億円の増益に

なりました。ＬＳＩの営業利益は181億円となりまし

た。減収影響があったものの、円安効果や構造改革効

果などにより79億円の増益となりました。電子部品の

営業利益は63億円となりました。円安効果や通信半導

体会社清算に伴う開発費負担の軽減効果はありました

が、半導体パッケージの減収影響や、価格競争激化の

影響を受けたことなどにより66億円の減益となりました。 

 
 

 

その他／消去又は全社 
 

営業利益は 629 億円の損失と、前年同期比 142 億円の悪化となりました。前年同期に遊休不動産の売却益や

米国子会社の清算に係る一時的な利益の計上があったほか、中長期の成長に向けた戦略投資を拡充しているこ

とによります。 
 

 

＜所在地別-連結＞  
 

当社及び連結子会社が所在する国又は地域ごとの売上収益及び営業利益は以下のとおりです。 
 

（注）＜ ＞内は前年同期比増減率                 （ ）内は営業利益率 

   ＥＭＥＩＡ・・・欧州、中近東、インド、アフリカ 

 

 （単位：億円）

 
2014年度 

第３四半期累計 
前年同期比 

売 上 収 益 4,341 △3.6 %

国     内 

海     外 

2,213 

2,127 

3.0 %

△9.7 %

営 業 利 益 245 13

（営業利益率） (      5.7 %) (     0.5 %)
 

＜売上収益内訳＞   

ＬＳＩ 2,261 △5.4 %  

電子部品 2,090 △1.7 %  

 

＜営業利益内訳＞   

ＬＳＩ 181 79  

電子部品 63 △66
 
 

 

   

〔売上収益〕  （単位：億円） 〔営業利益〕  （単位：億円）
 

 2014年 

３Ｑ 

前年 

同期比 
 

2014年

３Ｑ累計

前年 

同期比

2014年

３Ｑ 

前年 

同期比 
 

2014年 

３Ｑ累計 

前年 

同期比

日  本 
8,060 △585 

< △6.8 %> 

23,497 △660 
< △2.7 %> 

450 
（   5.6 %）

33 
（  0.8 %）

1,038 
（  4.4 %）

91 
（  0.5 %）

海  外 5,060 294 
<   6.2 %> 

14,206 625 
<   4.6 %> 

132 
（   2.6 %）

△7 
（△0.3 %）

271 
（  1.9 %）

△14 
（△0.2 %）

 

EMEIA 2,692 142 
<   5.6 %> 

7,310 525 
<   7.7 %> 

102 
（   3.8 %）

15 
（  0.4 %）

171 
（  2.3 %）

31 
（  0.2 %）

 

アメリカ 971 90 
<  10.2 %> 

2,939 120 
<   4.3 %> 

△0 
（ △0.0 %）

△13 
（△1.5 %）

27 
（  0.9 %）

△29 
（△1.1 %）

 

アジア 1,121 53 
<   5.0 %> 

3,101 △6 
< △0.2 %> 

24 
（   2.2 %）

△14 
（△1.4 %）

56 
（  1.8 %）

△18 
（△0.6 %）

 

オセアニア 275 8 
<   3.2 %> 

854 △13 
< △1.6 %> 

6 
（   2.2 %）

5 
（  2.0 %）

16 
（  1.9 %）

1 
（  0.2 %）
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債、資本の状況                                              （単位：億円） 

 
2013年度末 

2014年度 
前年度末比 

 2013年度 

 第３四半期末  第３四半期末

資産合計 31,059 32,142 1,083 31,999 

負債合計 24,079 23,953 △126 25,109 

資本合計 6,979 8,189 1,209 6,890 

 親会社所有者帰属持分（自己資本） 5,665 6,827 1,162 5,623 

 （利益剰余金） （       △543）（         308）（         851）（       △657）

 （その他の資本の構成要素） （         631）（         943）（         312）（         677）
 

〔ご参考〕財務指標 

現金及び現金同等物 3,011 3,417 405 3,569 

有利子負債 5,602 6,728 1,126 7,362 

ネット有利子負債 2,590 3,311 720 3,792 

Ｄ／Ｅレシオ 0.99 倍 0.99 倍 － 倍 1.31 倍 

ネットＤ／Ｅレシオ 0.46 倍 0.48 倍 0.02 倍 0.67 倍 

親会社所有者帰属持分比率 

（自己資本比率） 
18.2 ％ 21.2 ％ 3.0 ％ 17.6 ％ 

 

当第３四半期末の資産合計は3兆2,142億円と、前連結会計年度（以下、前年度）末から1,083億円増加しま

した。今後の売上に対応するため棚卸資産が増加したほか、有形固定資産が増加しました。 

負債合計は2兆3,953億円と、前年度末から126億円減少しました。運転資金の一部を短期借入金で調達した

ことにより有利子負債は増加しましたが、確定給付制度の積立状況改善により退職給付に係る負債が減少したほ

か、仕入債務が減少しました。 

資本合計は8,189億円と、前年度末から1,209億円増加しました。四半期利益の計上や確定給付型の退職給付

制度の積立状況が改善したことによります。なお、親会社所有者帰属持分比率（自己資本比率）は21.2％と前年

度末から3ポイント増加しました。 

 

 
 

②  キャッシュ・フローの状況                                           （単位：億円） 

 2013年度 2014年度 
前年同期比 

 第３四半期累計 第３四半期累計 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 78 1,043 964 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △864 △1,424 △560 

Ⅰ＋Ⅱ フリー・キャッシュ・フロー △785 △381 403 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,339 761 △577 
 21.0 % 2.8 % 

Ⅳ 現金及び現金同等物の四半期末残高 3,569 3,417 △152
 

 当第３四半期（累計）の営業活動によるキャッシュ・フローは1,043億円のプラスと、前年同期からは964億

円の収入増となりました。事業構造改善費用の支払いが減少したほか、前年度における国内子会社からの配当金

に係る源泉所得税の還付により法人所得税の支払額が減少しました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは1,424億円のマイナスと、前年同期からは560億円の支出増となりまし

た。ＬＳＩや電子部品などの設備投資の増加に加え、前年同期にはＬＳＩのアナログ・マイコン事業などの譲渡

収入があったことによります。 

 フリー・キャッシュ・フローは381億円のマイナスと、前年同期からは403億円の収入増となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは761億円のプラスとなりました。運転資金の一部を短期借入金で調達し

ました。前年同期からは借入金の減少により577億円の収入減となりました。 

この結果、現金及び現金同等物の四半期末残高は前年度末から405億円増加し、3,417億円となりました。 
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(３)連結業績予想に関する定性的情報 
 

【２０１４年度の業績見通し】 

当第３四半期の業績は、計画を上回る進捗となりました。国内サービスやパソコン、ＬＳＩの採算性向上が寄与し

たことによります。 

 

このような状況を踏まえ、通期の業績見通しを以下のとおり修正します。第４四半期の為替レートの前提を、米ド

ルは100円から110円、英ポンドは160円から175円に変更します。なお、ユーロは135円と前回計画通りです。 

 

売上収益は4兆8,000億円と、連結全体として前回計画から変更はありませんが、セグメント別の内訳を見直して

おります。テクノロジーソリューションは200億円の増額です。ネットワークプロダクトで北米向けを中心に減額す

るものの、堅調な国内サービスを増額するほか、海外サービスの円安に伴う増収影響を織り込んだことによります。

ユビキタスソリューションは携帯電話の販売台数増に伴い50億円の増額です。また、デバイスソリューションは100

億円減額します。円安に伴う増収影響があるものの、電子部品の所要減などの影響を織り込みました。 

営業利益は1,850億円と、連結全体として前回計画から変更はありませんが、セグメント別の内訳を見直しており

ます。テクノロジーソリューションは70億円の減額です。サービスで30億円増額するものの、システムプラットフ

ォームを100億円減額します。ネットワークプロダクトの減収影響のほか、システムプロダクトで米ドルに対する円

安やユーロ安に伴う部材コスト上昇の影響などを織り込みました。ユビキタスソリューションは携帯電話の販売台数

増などにより30億円、デバイスソリューションは、コスト効率化のほか、為替影響を織り込み100億円増額します。

その他／消去又は全社は、成長に向けた全社ベースでの戦略投資費用の増額影響などを織り込み60億円減額します。 

税引前利益は2,000億円、親会社の所有者に帰属する当期利益は1,320億円と、前回計画から100億円、70億円、

それぞれ増額します。第３四半期までの為替損益の好転影響を織り込みました。 

 

 

 

                                         （単位：億円） 

  
2013年度 

（実績） 

2014年度 

（予想） 

前回(10月) 

予想比 

 前年比 

 
 

  増減率 

(％) 

売 上 収 益 47,624 48,000 -  375 0.8

営 業 利 益 1,472 1,850 -  377 25.6

（ 営 業 利 益 率 ） (   3.1%) (   3.9%) (   - %)  (  0.8%) 

税 引 前 利 益 1,611 2,000 100  388 24.1

親 会 社 所 有 者 帰 属
1,132 1,320 70

 
187 16.6

当 期 利 益  

＜営業利益 セグメント別内訳＞ 

テクノロジーソリューション 2,330 2,310 △70  △20 △0.9

 サービス 1,738 1,810 30  71 4.1

 システムプラットフォーム 592 500 △100  △92 △15.6

ユビキタスソリューション △268 100 30  368 -

デバイスソリューション 115 340 100  224 193.8

その他／消去又は全社 △705 △900 △60  △194 -
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①主要製品別売上収益 (単位：億円)

 2013年度

（実績） 今回予想
前回(10月)

予想比
増減率(%)

為替影響を
除く

増減率(%)

テクノロジーソリューション 32,430 33,400 200 969 3.0 1 

サービス 26,272 27,200 300 927 3.5 1 

ソリューション／ＳＩ 9,204 9,500 100 295 3.2 3 

インフラサービス 17,067 17,700 200 632 3.7 0 

システムプラットフォーム 6,157 6,200 △100 42 0.7 △1 

システムプロダクト 2,727 2,800 - 72 2.7 2 

ネットワークプロダクト 3,430 3,400 △100 △30 △0.9 △3 

ユビキタスソリューション 11,254 10,450 50 △804 △7.1 △8 

パソコン／携帯電話 7,993 7,050 50 △943 △11.8 △12 

モバイルウェア 3,260 3,400 - 139 4.3 2 

デバイスソリューション 6,002 5,800 △100 △202 △3.4 △7 

ＬＳＩ 3,216 3,000 100 △216 △6.7 △10 

電子部品 2,802 2,800 △200 △2 △0.1 △4 

(注)1.売上収益にはセグメント間の内部売上収益を含みます。
(注)2.為替影響は、米ドル、ユーロ、英ポンドを対象に前連結会計年度の対円平均レートを当連結会計年度の予想外貨建
(注)2.取引高に適用して試算しております。
(注)3.「ＬＳＩ」の売上収益には、「電子部品」への内部売上収益を含めて表示しております。
(注)4.「その他／消去又は全社」には、次世代スーパーコンピュータ事業、当社グループ会社向け情報システム開発・フ
(注)4.ァシリティサービス事業及び当社グループ従業員向け福利厚生事業等のほか、基礎的試験研究費等の戦略費用及び
(注)4.親会社におけるグループ経営に係る共通費用が含まれております。

連
　
　
　
結

2014年度（予想） 前年比
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②セグメント情報 (単位：億円)

2013年度

（実績） 今回予想
前回(10月)
予想比

増減率(%)
為替影響を

除く
増減率(%)

32,430 33,400 200 969 3.0 1 

国 内 20,542 21,000 100 457 2.2 2 

海 外 11,887 12,400 100 512 4.3 △1 

2,330 2,310 △70 △20 △0.9 

7.2%)( 6.9%)( △0.3%)( △0.3%)( 

26,272 27,200 300 927 3.5 1 

サービス 1,738 1,810 30 71 4.1 

6.6%)( 6.7%)( 0.1%)( 0.1%)( 

6,157 6,200 △100 42 0.7 △1 

592 500 △100 △92 △15.6 

9.6%)( 8.1%)( △1.4%)( △1.5%)( 

11,254 10,450 50 △804 △7.1 △8 

国 内 7,944 6,850 50 △1,094 △13.8 △14 

海 外 3,310 3,600 - 289 8.7 5 

△268 100 30 368 - 

△2.4%)( 1.0%)( 0.3%)( 3.4%)( 

6,002 5,800 △100 △202 △3.4 △7 

国 内 2,919 3,000 △100 80 2.8 3 

海 外 3,083 2,800 - △283 △9.2 △16 

115 340 100 224 193.8 

1.9%)( 5.9%)( 1.8%)( 4.0%)( 

Ｌ Ｓ Ｉ 0 230 150 229 - 

電子部品 114 110 △50 △4 △4.2 

△2,063 △1,650 △150 413 - - 

△705 △900 △60 △194 - 

47,624 48,000 - 375 0.8 △1 

国 内 29,609 29,400 - △209 △0.7 △1 

海 外 18,014 18,600 - 585 3.2 △2 

1,472 1,850 - 377 25.6 

3.1%)( 3.9%)( - %)( 0.8%)( 

37.8% 38.8%     - % 1.0% 

デバイス
ソリューション

その他／
消去又は全社

連　結

売 上 収 益

2014年度（予想） 前年比

テクノロジー
ソリューション

システム
プラット
フォーム

ユビキタス
ソリューション

営 業 利 益

（営業利益率）

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

営 業 利 益

営 業 利 益

売 上 収 益

営 業 利 益

（営業利益率）

海外売上比率

売 上 収 益

営 業 利 益

―　15　―



富士通（株）（6702）平成27年3月期　第３四半期決算短信

[業績予想値算出の前提条件等]

①為替レート（平均） （単位：円）

99 107 103 110 10 

100)( 115)( 
132 140 141 135 - 

137)( 143)( 
156 176 170 175 15 

163)( 181)( 
（注）(　)内は第３四半期（10月1日～12月31日）の対円平均レートであります。
（ご参考）１円の為替変動（円高）による2014年度第３四半期累計（実績）営業利益への影響額（概算）
　  　　  米ドル：0億円 、ユーロ：△1億円 、英ポンド：△1億円
　　　　　１円の為替変動（円高）による2014年度第４四半期（今回予想）営業利益への影響額（概算）
　  　　  米ドル：0億円 、ユーロ：△1億円 、英ポンド：0億円

②研究開発費 （単位：億円）

研 究 開 発 費 1,668 1,515 2,225 2,300 - 

売 上 収 益 比 5.0% 4.5% 4.7% 4.8% - 

③設備投資・減価償却費（有形固定資産） （単位：億円）

484 503 695 850 - 

115 81 149 130 - 

247 435 339 540 - 

37 32 43 30 - 

設備投資合計 885 1,052 1,228 1,550 - 

減価償却費 845 890 1,159 1,200 - 

④キャッシュ・フロー （単位：億円）

584 517 1,132 1,320 70 

1,291 1,339 1,864 1,850 - 

△1,797 △813 △1,231 △370 30 

(A)営業キャッシュ・フロー 78 1,043 1,765 2,800 100 

(B)投資キャッシュ・フロー △864 △1,424 △1,289 △1,900 - 

(C)フリー・キャッシュ・フロー (A)+(B) △785 △381 475 900 100 

(D)財務キャッシュ・フロー 1,339 761 △462 △300 - 

(E)キャッシュ・フロー計 (C)+(D) 554 380 13 600 100 

当期利益（親会社所有者帰属）

減価償却費、償却費及び減損損失

そ の 他 増 減

2014年度

（実績） （実績） （実績） （今回予想）

2014年度
通期

10月予想比
2013年度 2014年度 2013年度

（今回予想）

テクノロジーソリューション

ユビキタスソリューション

全社共通他

第３四半期累計 通期

第３四半期累計 通期

デバイスソリューション

2014年度
通期

10月予想比
2013年度 2014年度 2013年度 2014年度

（実績） （実績） （実績）

第３四半期累計 通期 2014年度
通期

10月予想比
2013年度 2014年度 2013年度 2014年度

（実績） （実績） （実績） （今回予想）

第４四半期 2014年度
第４四半期
10月予想比

2013年度 2014年度 2013年度 2014年度

（実績） （実績） （実績） （今回予想）

米　　ド　　ル

ユ　　ー　　ロ

英　ポ　ン　ド

第３四半期累計
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通期 2014年度
通期

10月予想比
2013年度 2014年度

（実績）

2014年度

（今回予想）

- 

2014年度
通期

10月予想比

通期

2013年度

⑤パソコンの出荷台数　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　（単位：万台）

590 

（今回予想）（実績）

⑥携帯電話の出荷台数　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万台）

出　荷　台　数 480 

20 330 出　荷　台　数 370 
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(５)要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

　①継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

　②セグメント情報

地域ごとの情報

外部収益 （単位：百万円）

国内（日本）

海外

ＥＭＥＩＡ

アメリカ

アジア

オセアニア

海外計

合計

外部収益 （単位：百万円）

国内（日本）

海外

ＥＭＥＩＡ

アメリカ

アジア

オセアニア

海外計

合計

（注） 1. 外部収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
 2. 海外の各区分に属する主な国又は地域

(1) ＥＭＥＩＡ（欧州・中近東・インド・アフリカ） .....

(2) アメリカ .........................................

(3) アジア ...........................................

(4) オセアニア .......................................

3. 個別に区分して開示すべき重要な国はありません。

前第３四半期累計 当第３四半期累計

(自 2013年 4月 1日 (自 2014年 4月 1日

　至 2013年12月31日) 　至 2014年12月31日)

2,035,850 1,985,333

666,404 730,826

285,709 284,563

279,349 280,624

85,025 83,081

1,316,487 1,379,094

3,352,337 3,364,427

前第３四半期 当第３四半期

(自 2013年10月 1日 (自 2014年10月 1日

　至 2013年12月31日) 　至 2014年12月31日)

743,727 679,665

250,138 267,334

87,090 92,888

93,641 104,924

26,140 26,759

457,009 491,905

1,200,736 1,171,570

イギリス、ドイツ、スペイン、
フィンランド、スウェーデン

米国、カナダ

中国、シンガポール、韓国、台湾

オーストラリア
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　③資本及びその他の資本項目

その他の資本の構成要素及びその他の包括利益の各項目の増減

（単位：百万円）

在外営業活動体の換算差額

期首

その他の包括利益

その他

期末

キャッシュ・フロー・ヘッジ

期首

その他の包括利益

その他

期末

売却可能金融資産

期首

その他の包括利益

その他

期末

確定給付制度の再測定

期首

その他の包括利益

その他

期末

その他の資本の構成要素合計

期首

その他の包括利益

その他

期末

前第３四半期累計 当第３四半期累計

(自 2013年 4月 1日 (自 2014年 4月 1日

　至 2013年12月31日) 　至 2014年12月31日)

4,738 13,023 

7,421 21,195 

－ － 

12,159 34,218 

△46 20 

△197 △72 

－ － 

△243 △52 

38,363 50,100 

17,515 10,107 

－ － 

55,878 60,207 

－ － 

71,553 50,031 

△71,553 △50,031 

△71,553 △50,031 

67,794 94,373 

－ － 

43,055 63,143 

96,292 81,261 
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　④初度適用

　

　　2014年度第１四半期連結決算概要（2014年 7月31日）における「２．要約四半期連結財務諸表（８）初度適用」

  をご参照ください。

　　3.IFRS第1号に基づく調整表

　　IFRS第1号に基づく、前第３四半期累計（自 2013年4月1日  至 2013年12月31日）及び前第３四半期（自 2013年
　10月1日　至 2013年12月31日）の包括利益に対する調整表は以下の通りです。

　　なお、移行日（2013年4月1日）及び前年度末（2014年3月31日）の資本に対する調整表、並びに前年度（自 2013

　年4月1日  至 2014年3月31日）の包括利益に対する調整表は　2014年度第１四半期連結決算概要における「２．要

　約四半期連結財務諸表（８）初度適用」をご参照ください。

前第３四半期累計（自 2013年4月1日  至 2013年12月31日）の包括利益に対する調整表
 （単位：百万円）

注記 日本基準 表示科目の 認識・測定の IFRS
記号 差異調整 差異調整

　売上高 3,352,337 － － 3,352,337 　売上収益
　売上原価 A △2,476,395 － 579 △2,475,816 　売上原価
　売上総利益 875,942 － 579 876,521 　売上総利益

　販売費及び一般管理費 A △838,933 △1,244 22,817 △817,360 　販売費及び一般管理費
B － △25,236 32,704 7,468 　その他の損益

　営業利益 37,009 △26,480 56,100 66,629 　営業利益

　営業外収益
C － 12,393 － 12,393 　金融収益

　　受取利息 C 1,489 △1,489 － － 
　　受取配当金 C 3,138 △3,138 － － 
　　持分法による投資利益 C 3,371 1,515 337 5,223 　持分法による投資利益
　　為替差益 C 5,454 △5,454 － － 
　　その他 B,C 5,347 △5,347 － － 
　　合計 18,799 △1,520 337 17,616 

　営業外費用
C － △5,651 △146 △5,797 　金融費用

　　支払利息 C △4,852 4,852 － － 
　　固定資産廃棄損 B △2,207 2,207 － － 
　　その他 B,C △5,964 5,964 － － 
　　合計 △13,023 7,372 △146 △5,797 

　経常利益 42,785 △42,785 － － 

　特別利益 B,C 5,636 △5,636 － － 
　特別損失 B △26,264 26,264 － － 

22,157 － 56,291 78,448 　税引前四半期利益

　法人税等合計 D △14,286 － △760 △15,046 　法人所得税費用

7,871 － 55,531 63,402 　四半期利益

　四半期利益の帰属：
－ 2,396 56,076 58,472 　　親会社の所有者

　少数株主利益 E 5,475 － △545 4,930 　　非支配持分
－ － － 63,402 　　合計

　四半期純利益 2,396 △2,396 － － 

　当年度は、IFRSに準拠した連結財務諸表開示の初年度であります。我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準（以下、日本基準）に準拠して作成された直近の連結財務諸表は、前年度（自 2013年4月1日 至 2014年3月
31日）の連結財務諸表であり、IFRSへの移行日は2013年4月1日であります。

　1.IFRS第1号「国際財務報告基準の初度適用」の適用における当社グループの方針及び2.日本基準との重要な差異

　税金等調整前四半期純利益

　少数株主損益調整前
  四半期純利益
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 （単位：百万円）
注記 日本基準 表示科目の 認識・測定の IFRS
記号 差異調整 差異調整

7,871 － 55,531 63,402 　四半期利益

　その他の包括利益 F 　その他の包括利益

　　退職給付に係る調整額 △12,717 － 88,122 75,405 

　　為替換算調整勘定 63,161 － △55,653 7,508 

　　繰延ヘッジ損益 △37 － － △37 

16,492 － 1,314 17,806 　　　売却可能金融資産

2,352 － △4 2,348 

－ － △54,343 27,625 
　　その他の包括利益合計 69,251 － 33,779 103,030 

　四半期包括利益 77,122 － 89,310 166,432 　四半期包括利益

（内訳）  四半期包括利益の帰属：

69,595 － 85,169 154,764 　　親会社の所有者

G 7,527 － 4,141 11,668 　　非支配持分

77,122 － 89,310 166,432 　　合計

　　少数株主に係る
    四半期包括利益

　　その他有価証券評価差額金

　　　持分法適用会社
　　　のその他の包括
　　　利益持分

　　　キャッシュ・
    　フロー・ヘッジ

　少数株主損益調整前
  四半期純利益

　　  確定給付制度の
      再測定

　　親会社株主に係る
    四半期包括利益

　　税引後その他の包括利益

　　  在外営業活動体
　　　の換算差額

　　純損益に振り替え
    られることのない
    項目

　　純損益にその後に
    振り替えられる可
    能性のある項目

　　持分法適用会社に対
    する持分相当額

―　30　―



富士通（株）（6702）平成27年3月期　第３四半期決算短信

前第３四半期（自 2013年10月1日  至 2013年12月31日）の包括利益に対する調整表
 （単位：百万円）

注記 日本基準 表示科目の 認識・測定の IFRS
記号 差異調整 差異調整

　売上高 1,200,736 － － 1,200,736 　売上収益
　売上原価 A △894,923 － △125 △895,048 　売上原価
　売上総利益 305,813 － △125 305,688 　売上総利益

　販売費及び一般管理費 A △279,625 △240 7,349 △272,516 　販売費及び一般管理費
B － △21,446 24,521 3,075 　その他の損益

　営業利益 26,188 △21,686 31,745 36,247 　営業利益

　営業外収益
C － 6,578 － 6,578 　金融収益

　　受取利息 C 508 △508 － － 
　　受取配当金 C 1,032 △1,032 － － 
　　持分法による投資利益 C 1,564 1,515 △7 3,072 　持分法による投資利益
　　為替差益 C 4,539 △4,539 － － 
　　その他 B,C 1,866 △1,866 － － 
　　合計 9,509 148 △7 9,650 

　営業外費用
C － △2,079 △52 △2,131 　金融費用

　　支払利息 C △1,661 1,661 － － 
　　固定資産廃棄損 B △1,232 1,232 － － 
　　その他 B,C △2,122 2,122 － － 
　　合計 △5,015 2,936 △52 △2,131 

　経常利益 30,682 △30,682 － － 

　特別利益 B,C 3,809 △3,809 － － 
　特別損失 B △22,411 22,411 － － 

12,080 － 31,686 43,766 　税引前四半期利益

　法人税等合計 D 1,226 － △446 780 　法人所得税費用

13,306 － 31,240 44,546 　四半期利益

　四半期利益の帰属：
－ 12,022 31,799 43,821 　　親会社の所有者

　少数株主利益 E 1,284 － △559 725 　　非支配持分
－ － － 44,546 　　合計

　四半期純利益 12,022 △12,022 － － 

　税金等調整前四半期純利益

　少数株主損益調整前
  四半期純利益
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 （単位：百万円）
注記 日本基準 表示科目の 認識・測定の IFRS
記号 差異調整 差異調整

13,306 － 31,240 44,546 　四半期利益

　その他の包括利益 F 　その他の包括利益

　　退職給付に係る調整額 △10,288 － 61,604 51,316 

　　為替換算調整勘定 44,498 － △40,093 4,405 

　　繰延ヘッジ損益 △119 － － △119 

6,725 － 26 6,751 　　　売却可能金融資産

523 － 70 593 

－ － △39,997 11,630 
　　その他の包括利益合計 41,339 － 21,607 62,946 

　四半期包括利益 54,645 － 52,847 107,492 　四半期包括利益

（内訳）  四半期包括利益の帰属：

52,052 － 51,153 103,205 　　親会社の所有者

G 2,593 － 1,694 4,287 　　非支配持分

54,645 － 52,847 107,492 　　合計

　　親会社株主に係る
    四半期包括利益

　　少数株主に係る
    四半期包括利益

　　その他有価証券評価差額金

　少数株主損益調整前
  四半期純利益

　　　キャッシュ・
    　フロー・ヘッジ

　　持分法適用会社に対
    する持分相当額

　　　持分法適用会社
　　　のその他の包括
　　　利益持分

　　純損益に振り替え
    られることのない
    項目

　　  在外営業活動体
　　　の換算差額

　　純損益にその後に
    振り替えられる可
    能性のある項目

　　税引後その他の包括利益

　　  確定給付制度の
      再測定
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【前第３四半期累計（自 2013年4月1日  至 2013年12月31日）の包括利益に対する調整表に関する注記】

A.売上原価、販売費及び一般管理費
　－表示科目：　

　　　　　　　　

　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
                

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

B.その他の損益
　－表示科目：　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

日本基準において販売費及び一般管理費に含めていた通常の営業循環過程で発生しない一時的な
収益1,244百万円をその他の損益に組み替えた結果、販売費及び一般管理費が1,244百万円増加し
ております。

確定給付制度を採用している当社及び国内連結子会社は、IFRS移行日より、IAS第19号を適用し
ております。それにより、再測定された確定給付負債（資産）の純額（数理計算上の差異等）に
ついて、発生時に、税効果を調整した上でその他の包括利益の確定給付制度の再測定に認識し、
積立状況を示す額を退職給付に係る負債又は資産として計上しております。
その他の包括利益に認識した確定給付制度の再測定は、直ちに利益剰余金へ振り替えておりま
す。
これらの変更に伴い、日本基準において償却していた数理計算上の差異について、償却費用の戻
しを行っております。また、日本基準において償却していた移行日より前に発生していた過去勤
務費用について、IFRSでは即時認識するため、移行日に税効果を調整した上で利益剰余金へ振り
替えております。さらに、IFRSでは、利息費用及び制度資産に係る期待収益に替えて、確定給付
負債（資産）の純額に係る利息純額を使用します。これらの調整の結果、売上原価が1,355百万
円増加、販売費及び一般管理費が4,053百万円減少しております。

海外連結子会社は、前年度期首よりIAS第19号を適用した結果、数理計算上の差異等をその他の
包括利益として認識するものの純損益には組替調整しない方法に変更しましたが、日本基準にお
ける当社の連結決算手続においては、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す
る当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成22年2月19日）に基づき、数理計算上の差異等の
残高の総額を従業員の平均残存勤務期間にわたり規則的に損益として処理しておりました。当社
グループのIFRS移行に伴い、上記の調整が不要となり、その結果、販売費及び一般管理費が
13,059百万円減少しております。

日本基準ではのれんを一定期間で償却しておりますが、IFRSでは定期償却を実施しません。
また、金額的重要性に乏しいため日本基準でのれんに含めて計上していた負ののれんはIFRS移行
日において利益剰余金へ振り替えております。これらの調整の結果、販売費及び一般管理費が
7,300百万円減少しております。

買戻特約付電子計算機販売取引について、日本基準においては、製品の引渡時に売上収益を一括
で計上すると同時に、将来の買戻時の損失補てんに備えるため、過去の実績を基礎とした買戻損
失発生見込額を買戻損失引当金として計上しております。IFRSでは、当該取引により発生した損
益をサービス期間に配分するため、一括売上による売上原価の認識に代えて、有形固定資産を計
上し、サービス期間にわたって償却を行うとともに、買戻損失引当金の戻し入れなどにより売上
原価を調整しております。これらの調整の結果、売上原価が1,947百万円減少しております。

日本基準において有形固定資産に圧縮記帳されている、または実際に発生した費用から控除して
いる政府補助金について、IFRSでは繰延収益として処理しております。その結果、売上原価に認
識されている有形固定資産の償却費が18百万円増加し、販売費及び一般管理費に認識されている
研究開発費が1,593百万円増加しております。

また、その他項目について調整を行った結果、売上原価が5百万円減少、販売費及び一般管理費
が2百万円増加しております。

上記の調整の結果、売上原価が579百万円減少、販売費及び一般管理費が22,817百万円減少して
おります。

日本基準において販売費及び一般管理費に含めていた通常の営業循環過程で発生しない一時的な
収益1,244百万円、営業外収益のその他5,347百万円、特別利益5,636百万円に含まれる固定資産
売却益2,132百万円及び投資有価証券売却益のうち、海外連結子会社における資本取引の影響541
百万円の合計9,264百万円をその他の損益（利益）の増加として組み替え、特別損失26,264百万
円、営業外費用のその他5,964百万円、営業外費用の固定資産廃棄損2,207百万円の合計34,435百
万円をその他の損益（利益）の減少として組み替えております。また、それらのうち、金融収益
に該当する864百万円及び金融費用に該当する799百万円をその他の損益から金融収益・費用へ組
み替えたことにより、その他の損益（利益）が65百万円減少しております。これらの組替えの結
果、その他の損益（利益）が25,236百万円減少しております。
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　－認識・測定：

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

C.金融収益、金融費用、持分法による投資利益
　－表示科目：　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　

D.法人所得税費用
　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

E.非支配持分（四半期利益）
　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　

                

F.その他の包括利益
　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

G.非支配持分（四半期包括利益）
　－認識・測定：
　　　　　　　　

内部未実現利益の消去に伴う税効果につき、日本基準では売却元の税金費用を繰り延べておりま
したが、IFRSでは内部未実現利益を購入元の資産に係る一時差異として取扱い、回収可能性を検
討の上、購入元に適用される税率で繰延税金資産を算定する方法に変更した結果、法人所得税費
用が584百万円減少しております。また、認識・測定の差異から生じる繰延税金資産・負債を計
上した結果、1,344百万円増加しております。これらの調整の結果、760百万円増加しておりま
す。

認識・測定の差異から生じる影響額に係る非支配持分を計算した結果、非支配持分に帰属する四
半期利益が545百万円減少しております。日本基準では、非支配持分が負の残高となる場合、負
の残高は親会社の持分に負担させていますが、IFRSでは、親会社の所有者と非支配持分に帰属さ
せております。

〔確定給付制度の再測定〕
確定給付制度における再測定に係る利得（損失）について、税効果を調整した上で、88,122百万
円をその他の包括利益に認識しております。

〔在外営業活動体の換算差額〕
海外連結子会社における確定給付負債（資産）の純額（数理計算上の差異等）の再測定から生じ
る為替換算差額など55,653百万円をその他の包括利益に認識しております。

〔売却可能金融資産〕
売却可能金融資産に対してIFRSに基づく公正価値評価を実施し、公正価値の増減額について、税
効果を調整した上で、1,314百万円をその他の包括利益に認識しております。

〔持分法適用会社のその他の包括利益持分〕
持分法適用関連会社にIFRSを適用し、当該関連会社のその他の包括利益が減少した結果、当社に
帰属するその他の包括利益の持分が4百万円減少しております。

認識・測定の差異から生じる影響額に係る非支配持分を計算した結果、非支配持分に帰属する四
半期包括利益が4,141百万円増加しております。

欧州連結子会社における退職給付制度の一部バイアウト等について、日本基準では当該バイアウ
ト等に伴う数理計算上の差異等の一括償却額4,550百万円を費用処理しておりましたが、IFRSで
は、数理計算上の差異等をその他の包括利益として認識するものの純損益には組替調整しないた
め、当該4,550百万円をその他の損益において利益として認識しております。

米国連結子会社Fujitsu Management Services of America, Inc.の清算に伴う為替換算調整勘定
の取崩しにより発生した損失20,599百万円について、日本基準においては特別損失に認識しまし
たが、IFRSにおいては、その他の損益に組替表示しております。その上で、為替換算調整勘定の
残高は、IFRS移行日においてゼロとみなしているため、移行日現在の残高23,180百万円をその他
の損益において利益として認識しております。

一部の国内連結子会社において年金制度の改訂等を行った結果発生した過去勤務費用の影響につ
いて、IFRSでは発生時に即時認識した結果、3,477百万円をその他の損益において利益として認
識しております。

また、その他項目について調整を行った結果、1,497百万円をその他の損益において利益として
認識しております。

これらの調整の結果、その他の損益（利益）が32,704百万円増加しております。

受取利息1,489百万円、受取配当金3,138百万円、為替差益5,454百万円、特別利益5,636百万円の
うち資本取引を除く投資有価証券売却益1,448百万円、営業外収益のその他のうちその他の損益
に組み替えられなかった金融収益864百万円の合計12,393百万円をIFRSの金融収益に組み替えて
おります。
また、支払利息4,852百万円及び営業外費用のその他のうちその他の損益に組み替えられなかっ
た金融費用799百万円の合計5,651百万円を金融費用に組み替えております。
さらに、関連会社の一部株式売却に伴う売却益1,515百万円について、日本基準においては特別
利益に含めていましたが、IFRSでは持分法による投資利益に組み替えております。

持分法適用関連会社にIFRSを適用し、当該関連会社の純資産が増加した結果、持分法による投資
利益が337百万円増加しております。金融費用は、社債を実効金利法による償却原価で計上した
ことなどにより146百万円増加しております。
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【前第３四半期（自 2013年10月1日  至 2013年12月31日）の包括利益に対する調整表に関する注記】

A.売上原価、販売費及び一般管理費
　－表示科目：　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
                

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

B.その他の損益
　－表示科目：　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　－認識・測定：

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

確定給付制度を採用している当社及び国内連結子会社は、IFRS移行日より、IAS第19号を適用し
ております。それにより、再測定された確定給付負債（資産）の純額（数理計算上の差異等）に
ついて、発生時に、税効果を調整した上でその他の包括利益の確定給付制度の再測定に認識し、
積立状況を示す額を退職給付に係る負債又は資産として計上しております。
その他の包括利益に認識した確定給付制度の再測定は、直ちに利益剰余金へ振り替えておりま
す。
これらの変更に伴い、日本基準において償却していた数理計算上の差異について、償却費用の戻
しを行っております。また、日本基準において償却していた移行日より前に発生していた過去勤
務費用について、IFRSでは即時認識するため、移行日に税効果を調整した上で利益剰余金へ振り
替えております。さらに、IFRSでは、利息費用及び制度資産に係る期待収益に替えて、確定給付
負債（資産）の純額に係る利息純額を使用します。これらの調整の結果、売上原価が306百万円
増加、販売費及び一般管理費が1,393百万円減少しております。

海外連結子会社は、前年度期首よりIAS第19号を適用した結果、数理計算上の差異等をその他の
包括利益として認識するものの純損益には組替調整しない方法に変更しましたが、日本基準にお
ける当社の連結決算手続においては、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す
る当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成22年2月19日）に基づき、数理計算上の差異等の
残高の総額を従業員の平均残存勤務期間にわたり規則的に損益として処理しておりました。当社
グループのIFRS移行に伴い、上記の調整が不要となり、その結果、販売費及び一般管理費が
4,513百万円減少しております。

日本基準ではのれんを一定期間で償却しておりますが、IFRSでは定期償却を実施しません。
また、金額的重要性に乏しいため日本基準でのれんに含めて計上していた負ののれんはIFRS移行
日において利益剰余金へ振り替えております。これらの調整の結果、販売費及び一般管理費が
2,387百万円減少しております。

買戻特約付電子計算機販売取引について、日本基準においては、製品の引渡時に売上収益を一括
で計上すると同時に、将来の買戻時の損失補てんに備えるため、過去の実績を基礎とした買戻損
失発生見込額を買戻損失引当金として計上しております。IFRSでは、当該取引により発生した損
益をサービス期間に配分するため、一括売上による売上原価の認識に代えて、有形固定資産を計
上し、サービス期間にわたって償却を行うとともに、買戻損失引当金の戻し入れなどにより売上
原価を調整しております。これらの調整の結果、売上原価が187百万円減少しております。

日本基準において有形固定資産に圧縮記帳されている、または実際に発生した費用から控除して
いる政府補助金について、IFRSでは繰延収益として処理しております。その結果、売上原価に認
識されている有形固定資産の償却費が6百万円増加し、販売費及び一般管理費に認識されている
研究開発費が944百万円増加しております。

上記の調整の結果、売上原価が125百万円増加、販売費及び一般管理費が7,349百万円減少してお
ります。

日本基準において販売費及び一般管理費に含めていた通常の営業循環過程で発生しない一時的な
収益240百万円、営業外収益のその他1,866百万円、特別利益3,809百万円に含まれる固定資産売
却益2,132百万円の合計4,238百万円をその他の損益（利益）の増加として組み替え、特別損失
22,411百万円、営業外費用のその他2,122百万円、営業外費用の固定資産廃棄損1,232百万円の合
計25,765百万円をその他の損益（利益）の減少として組み替えております。また、それらのう
ち、金融費用に該当する418百万円及び金融収益に該当する337百万円をその他の損益から金融費
用・収益へ組み替えたことにより、その他の損益（利益）が81百万円増加しております。これら
の組替えの結果、その他の損益（利益）が21,446百万円減少しております。

米国連結子会社Fujitsu Management Services of America, Inc.の清算に伴う為替換算調整勘定
の取崩しにより発生した損失20,599百万円について、日本基準においては特別損失に認識しまし
たが、IFRSにおいては、その他の損益に組替表示しております。その上で、為替換算調整勘定の
残高は、IFRS移行日においてゼロとみなしているため、移行日現在の残高23,180百万円をその他
の損益において利益として認識しております。
また、その他項目について調整を行った結果、1,341百万円をその他の損益において利益として
認識しております。これらの調整の結果、その他の損益（利益）が24,521百万円増加しておりま
す。

日本基準において販売費及び一般管理費に含めていた通常の営業循環過程で発生しない一時的な
収益240百万円をその他の損益に組み替えた結果、販売費及び一般管理費が240百万円増加してお
ります。
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C.金融収益、金融費用、持分法による投資利益
　－表示科目：　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　

D.法人所得税費用
　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

E.非支配持分（四半期利益）
　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　
                

F.その他の包括利益
　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

G.非支配持分（四半期包括利益）
　－認識・測定：
　　　　　　　　

前第３四半期累計（自 2013年4月1日  至 2013年12月31日）及び前年度（自 2013年4月1日  至 2014年3月31日）
の連結キャッシュ・フロー計算書に対する調整表

　日本基準の連結キャッシュ・フロー計算書とIFRSの連結キャッシュ・フロー計算書に重要な差異はありません。

〔確定給付制度の再測定〕
確定給付制度における再測定に係る利得（損失）について、税効果を調整した上で、61,604百万
円をその他の包括利益に認識しております。

〔在外営業活動体の換算差額〕
海外連結子会社における確定給付負債（資産）の純額（数理計算上の差異等）の再測定から生じ
る為替換算差額など40,093百万円をその他の包括利益に認識しております。

〔売却可能金融資産〕
売却可能金融資産に対してIFRSに基づく公正価値評価を実施し、公正価値の増減額について、税
効果を調整した上で、26百万円をその他の包括利益に認識しております。

〔持分法適用会社のその他の包括利益持分〕
持分法適用関連会社にIFRSを適用し、当該関連会社のその他の包括利益が増加した結果、当社に
帰属するその他の包括利益の持分が70百万円増加しております。

認識・測定の差異から生じる影響額に係る非支配持分を計算した結果、非支配持分に帰属する四
半期包括利益が1,694百万円増加しております。

受取利息508百万円、受取配当金1,032百万円、為替差益4,539百万円、特別利益3,809百万円のう
ち投資有価証券売却益162百万円、営業外収益のうちその他の損益に組み替えられなかった金融
収益337百万円の合計6,578百万円をIFRSの金融収益に組み替えております。
また、支払利息1,661百万円、営業外費用のその他のうちその他の損益に組み替えられなかった
金融費用418百万円の合計2,079百万円を金融費用に組み替えております。
さらに、関連会社の一部株式売却に伴う売却益1,515百万円について、日本基準においては特別
利益に含めていましたが、IFRSでは持分法による投資利益に組み替えております。

持分法適用関連会社にIFRSを適用し、当該関連会社の純資産が減少した結果、持分法による投資
利益が7百万円減少しております。金融費用は、社債を実効金利法による償却原価で計上したこ
となどにより52百万円増加しております。

内部未実現利益の消去に伴う税効果につき、日本基準では売却元の税金費用を繰り延べておりま
したが、IFRSでは内部未実現利益を購入元の資産に係る一時差異として取扱い、回収可能性を検
討の上、購入元に適用される税率で繰延税金資産を算定する方法に変更した結果、法人所得税費
用が163百万円減少しております。また、認識・測定の差異から生じる繰延税金資産・負債を計
上した結果、609百万円増加しております。これらの調整の結果、446百万円増加しております。

認識・測定の差異から生じる影響額に係る非支配持分を計算した結果、非支配持分に帰属する四
半期利益が559百万円減少しております。日本基準では、非支配持分が負の残高となる場合、負
の残高は親会社の持分に負担させていますが、IFRSでは、親会社の所有者と非支配持分に帰属さ
せております。
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